
           （単位：円） 鹿島共同火力株式会社            （単位：千円）

  金　    　 　 額   金　   　   　額

流　動　資　産 12,570,808        流　動　負　債 17,179,989        

279,914           5,989,108         

9,375,601         1,650,000         

2,850             6,796,200 

431,046           1,643,889 

2,480,845         559,180 

539               446,577 

10                5,169 

89,864 

固　定　資　産 39,012,559        

有形固定資産 36,612,477        固　定　負　債 10,729,226        

1,200,090         10,220,160        

2,817,083         459,205           

23,826,591        47,011            

0                 2,850             

9,841             

8,558,620         

200,250           27,909,216        

無形固定資産 6,917             

5,809             株　主　資　本 23,638,531        

1,108             22,000,000        

1,638,531         

162,000           

投資その他の資産 2,393,164         1,476,531 

89,806            繰 越 利 益 剰 余 金 1,476,531         

30,114            

1,892,090         評価・換算差額等 35,619            

176,705           35,619            

201,551           

2,895             23,674,151        

51,583,367        51,583,367        

賞 与 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

（ 純 資 産 の 部 ）

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

負　債　合　計

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

繰 延 税 金 資 産

利 益 準 備 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他 投 資 等

構 築 物

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

車 両 運 搬 具

機 械 装 置

建 物

長 期 前 払 費 用

そ の 他 無 形 固 定 資 産

前 払 費 用

（ 資 産 の 部 ）

預 り 金

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

貸 　 借　  対　  照　  表

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

２０２５年３月３１日現在

売 掛 金

１年内返済予定長期借入金

買 掛 金現 金 及 び 預 金

科　　 　　　　　目

（ 負 債 の 部 ）

科　　　 　　　　目

未 収 入 金

そ の 他 流 動 資 産

未 収 消 費 税 等

貯 蔵 品

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 金

資　産　合　計

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金



（単位：円） 鹿島共同火力株式会社 （単位：千円）

売 上 高 85,410,243                  

売上原価 83,642,847                  

　　売上総利益 1,767,395                   

販売費及び一般管理費 410,278                     

　　営業利益 1,357,116                   

営業外収益

受取利息 1,261                       

受取配当金 1,841                       

雑 収 益 22,162                      

　　営業外収益合計 25,264                      

営業外費用

支払利息 179,329                     

固定資産除却費 6,695                       

雑 損 失 156,291                     

　　営業外費用合計 342,317                     

　　経常利益 1,040,064                   

　　税引前当期純利益 1,040,064                   

　　法人税及び住民税 83,314                      

　　法人税等調整額 8,076                       

　　当期純利益 948,673                     

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

損　　益　　計　　算　　書

２０２４年　４月　１日から

２０２５年　３月３１日まで



鹿島共同火力株式会社 （単位：千円）

 

その他利益剰余金

剰 余 金 の 配 当 21,600           △237,600        △216,000        △216,000      △216,000      

当 期 純 利 益 948,673          948,673          948,673        948,673        

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

２０２４年４月　１日から２０２５年３月３１日まで

株  　主  　資　  本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
資   本   金

利益剰余金

株 主 資 本 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

利 益 準 備 金 利 益 剰 余 金 合 計
繰 越 利 益 剰 余 金

765,458          905,858          22,905,858     27,354       27,354       22,933,213     当 期 首 残 高 22,000,000       140,400          

当 期 変 動 額

8,264          
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

当 期 変 動 額 （ 純 額 ）
8,264        8,264        

8,264        8,264        740,938        当 期 変 動 額 合 計 ―               21,600           711,073          732,673          732,673        

1,476,531        1,638,531        23,638,531     35,619       35,619       23,674,151     当 期 末 残 高 22,000,000       162,000          
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鹿島共同火力株式会社

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券

　　　　市場価格のない株式等以外のもの・・決算日の市場価格等による時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　によっております。

　　　　市場価格のない株式等・・・・・・・移動平均法による原価法によっております。

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算出）によっており

　　ます。

　２. 固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産
　　　　　発電設備に関する機械装置は定額法、その他は定率法によっております。

　　　　　ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに２０１６年４月１日以降に取得

　　　　した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

　（２）無形固定資産
　　　　　定額法によっております。

　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、会社所定の利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

　　　　す。

　３．引当金の計上基準

　（１）賞与引当金・・・・・・従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し

　　　　　　　　　　　　　　ております。
　（２）退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

　　　　　　　　　　　　　　額に基づき当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　（３）役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　４．重要な収益及び費用の計上基準

　　　発電事業に係る収益は、電力の販売及び容量市場における電力の供給力維持について支払われる容量確保契約金額で

　　あり、それぞれ履行義務を負っております。

　　　電力の販売は、顧客との需給契約に基づき、基本的に１年間の契約期間にわたり行うものであり、電力の販売という

　　履行義務の充足に従い、一定の期間にわたり収益を認識しております。

　　　電力の供給力維持は、電力広域的運営推進機関との容量確保契約に基づき、実需給年度の１年間の契約期間にわたり

　　行うものであり、電力の供給力維持という履行義務の充足に従い、一定の期間にわたり収益を認識しております。

　５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　（１）ヘッジ会計の処理

　　　金融商品に関する会計基準に定める特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理によっております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

　１．有形固定資産の減価償却累計額

　２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　　　短期金銭債権

　　　　短期金銭債務

Ⅲ．損益計算書に関する注記

　１．関係会社との取引高

　（１）営業取引による取引高

　　　　営業収益

　　　　営業費用

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

　１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数

　　　　普通株式　 ２，２００，０００ 株　

４，４７９，２２２ 千円

４６，６７５，４８３ 千円

４５，０４８，３９１ 千円

個 　別 　注　 記　 表

２０２４年 ４月　１日から

２０２５年 ３月３１日まで

１３６，６７８，３７９ 千円

４，１４１，７５６ 千円
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　（１）配当金支払額

　（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるものは次のとおりで

　　あります。

Ⅴ．税効果会計に関する注記

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　（繰延税金資産）

　　　　　固定資産圧縮記帳額

　　　　　退職給付引当金　

　　　　　未納事業税

　　　　　賞与引当金

　　　　　繰越欠損金

　　　　　その他

　　　　　　繰延税金資産小計

　　　（評価性引当額）
　　　　　　繰延税金資産合計

　　　（繰延税金負債）

　　　　　その他有価証券評価差額金

　　　　　その他

　　　　　　繰延税金負債合計

　　　　　　繰延税金資産の純額

　２．実効税率の変更

　　　「所得税法等の一部を改正する法律」が２０２５年３月３１日に国会で成立したことに伴い、繰延税金資産及び繰延

　　税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の２７．４０％から２０２６年４月１日以降に開始する事業年度に解消

　　が見込まれる一時差異等については２８．３３％に変更しております。

　　　この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は４６２千円減少し、その他有価証券評価差

　　額金が４６２千円増加しております。

Ⅵ．金融商品に関する注記

　１．金融商品の状況に関する事項

　　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

　　　売掛金に係る顧客は信用リスクのない顧客に限定されております。

　　　投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

　　　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに

　　対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブ取引を行うにあたって

　　は、取締役会の決裁を得ており、リスク管理はすべて業務部で行っております。

　２．金融商品の時価等に関する事項

　　　２０２５年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

　　　なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額２７，４７６千円）は、「（１）投資有価証券」には含まれており

　　ません。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿

　　価額に近似することから、注記を省略しております。　　

（単位：千円）

（１）投資有価証券

（２）長期借入金

（３）デリバティブ取引

　　　　　(*) 負債に計上されているものについては、(  ) で示しております。

－　 －　 －　

62,330 62,330 －　

(17,016,360) (16,916,719) (△ 99,640) 

△１４，４９０ 千円

２０１，５５１ 千円

貸借対照表計上額(*) 時　　価 (*) 差　　額

２１６，０４２ 千円

△１４，０７９ 千円

△４１１ 千円

２４，８９０ 千円

１，０５１，０６８ 千円

△８３５，０２６ 千円

１０６，１００ 千円

２４，６２２ 千円

１６４，７７０ 千円

６００，６０９ 千円

１３０，０７５ 千円

2025年6月26日
普通株式 １０８，０００千円 2025年3月31日 2025年6月26日

定時株主総会

取締役会

決　　議 株式の種類 配当金の総額 基準日 効力発生日

決　　議 株式の種類 配当金の総額 基準日 効力発生日

2024年10月31日
普通株式 １０８，０００千円 2024年9月30日 2024年10月31日

2024年6月27日
普通株式 １０８，０００千円 2024年3月31日 2024年6月27日

定時株主総会

　２．剰余金の配当に関する事項

決　　議 株式の種類 配当金の総額 基準日 効力発生日
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　　（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類し

　　ております。

　　　　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　　　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　　　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレ

　　ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。　

　　　　投資有価証券

　　　　　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレ

　　　　　ベル１の時価に分類しております。　

　　　　長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む。）

　　　　　　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価

　　　　　値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、変動金利による長期借入金は金利スワッ

　　　　　プの特例処理の対象とされており（下記「デリバティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理され

　　　　　た元利金の合計額を用いて算定しております。　

　　　　デリバティブ取引

　　　　　　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

　　　　　その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記「長期借入金」参照）。

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

　１．親会社及び法人主要株主等

　取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注１）電力販売・燃料用ガス及び石炭購入の価格等の取引条件は、市場実勢を勘案した適正な総括原価等を提示して交

　　　　渉のうえ決定しております。　　　　

　（注２）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

　１．１株当たり純資産額

　２．１株当たり当期純利益

　

４３１円　２２銭

１０，７６０円　９８銭

燃料用ガス購入 燃料用ガス購入 26,503,002 買掛金 4,432,007
燃料用石炭購入 燃料用石炭購入 18,282,369

科　目 期末残高

その他の
関係会社

日 本 製 鉄 ㈱ 被所有　直接50%

電力販売 電力販売 46,675,483 売掛金 4,140,640

（単位：千円）

属　性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額


	修正　24計算書類（貸借・損益・株主資本変動）⇒名称変更版⇒未収消費税外だし（2025.4.18作成）.pdf
	24年度　個別注記表（提出）.pdf
	24個別注記表（提出用）


